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1．はじめに

　「環境社会科学」（Environmental Social Sciences） は、1970年代に誕生し
て以来、当初から伝統的に環境の荒廃を解明することに関心を寄せている。環
境社会科学の中心的な関心は、特に人間の行動、資本主義制度、大量消費文化、
政府、国家の失敗、および、産業や技術の発展がどのように物的環境の継続的
な劣化につながるのかということにあった。そして、1970年代と 1980年代
に、継続し、拡大し、深刻化しつつある環境危機の原因を探るためのすべて
の理由がそろった。その結果、「環境危機の原点」に関する（理論的、および、
経験的な特質をもつ）文献が増え続けた（Pepper 1984）。さまざまな学問分
野と学派が多様な制度的特性と行動特性をこの環境危機の根本的な起源、およ
び、原因として主張した。1980年代に始まったばかりで、1990年代に急激に
成熟した、環境社会学と環境政策科学における関心事は、アメリカの社会学者
のフレッド・バトル（Fred Buttel）（2003）が「環境改革の社会学」（Sociology 
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of Environmental Reform）と名付けたものへと変わり始めた。ヨーロッパの
環境保護運動の経験的、かつ、イデオロギー的な発展、いくつの「環境」先進
国における実践、制度の発展、民間企業の発展などに強烈に後押しされて、一
部のヨーロッパの社会学者と政策科学者は彼らの焦点を継続的な環境の荒廃を
解明することから環境改革のプロセスを理解すること、へと軌道修正し始めた。
後に、時としてそれほど熱心にというわけではないけれども、この新しい環境
社会科学の課題は、アメリカ合衆国とその他のヨーロッパ以外の環境社会科学
者によって受け継がれた。千年紀の変わり目に、この「環境改革」を理解し、
解明することに焦点を当てることは主流をなし、環境劣化を解明する研究を補
完するものではなくなった。
　故フレッド・バトルに従って、われわれが「環境改革の社会学」と呼ぶも
のの中でも、「エコロジー的近代化」（Ecological Modernisation）はこの種の
文献の中でおそらく最も支持され、よく知られ、最も利用され、広く引用さ
れ、絶えず議論されてきた概念の一つとしてすぐれている。1980年頃にドイ
ツのマルティン・イェニケ（Martin Janicke）とジョセフ・フーバー（Joseph 
Huber）によって、「エコロジー的近代化」という用語が打ち出され、1990年
頃にオランダのアーサー・モル（Arthur Mol）とガート・スパーガレン（Gert 
Spaargaren）によって社会理論に位置づけられて以来、「エコロジー的近代化」
は世界中で経験的研究に適用され、理論的な議論の最前線にあり続け、また、
環境改善計画を策定するために、特に、ドイツ、オランダ、イギリス、および、
中国の政治家に今まで利用され続けてきた。
　現在でも、（ロシアを含む）拡大ヨーロッパ大陸だけでなく、アジア（特に中国、
日本、韓国、ベトナムなど）、北米、および、ラテンアメリカ（特に、ブラジル、
アルゼンチン、ペルー、チリ）を含む世界中で、エコロジー的近代化への広範
な関心とそれに関する研究がある。エコロジー的近代化に関する多くの書籍が
出版され（Mol and Sonnenfeld, 2000; Young, 2001; Barret, 2005; Mol et al., 
2009、を参照のこと）、世界の「エコロジー的近代化」に関する理論、研究、
議論、および、政策への適用の歴史や現状がまとめられている。
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　本論文は環境問題の中での社会の発展を背景として、「エコロジー的近代化」
の理念の登場と発展を説明することから始める。次いで、「エコロジー的近代化」
の理念と研究がわれわれの知識・洞察や理解にどのような貢献をしてきたのか
を簡潔に述べる。最後に、「エコロジー的近代化」に対する批判的な議論を評
価する。

2．持続可能性の問題と政治学の三つの波

　アンソニー・ダウンズ（Anthony Downs）は、1968年から 1972年に多
くの先進国で起こった「現代の環境主義」の最初の大きな高まりを分析した
1972年の研究において、広く見受けられる環境意識の高まりは根の深い構造
的な現象を意味するのか、それとも、単なる一時的な流行なのか、を問うてい
る。振り返ってみると、1972年のローマクラブの『成長の限界報告書』（The 
Limits to Growth by Meadows et al., 1972）の刊行以来、大気や水の汚染、
土壌保全、および（より最近では）、気候のような課題に対する配慮は持続可
能な開発のための確固たる世界的な問題へと発展してきたことは明らかである。
過去 40年に渡って、世界中の社会は体系的・組織的な方法（Janicke, 1995）
で環境リスクに取り組むためのガバナンスの能力を段階的に築き上げてきた。
もちろん、この累積的なプロセスは決して単線的ではない。ダウンズが述べて
いるように、われわれは「エコロジーと共に行ったり、来たり」しており、そ
のために、環境配慮のサイクルは世界中のさまざまな所で時期と発展の型が異
なっている。大きな成功の後に長期に渡る不景気が続き、いくつかの場合、重
大な後退もあった。（ローマクラブの『成長の限界報告書』、『人類生存のため
の青写真』（A Blueprint for Survival）および、多くの新しい環境 NGOの創
設があった）1970年代の初めに現代の環境主義が出現して以来、ここ 30年
のうちに、持続可能性のための政策、実践、および、意識を促進し、さらに、
革新する三つの決定的な契機を描くことができる。これら国際的な環境意識の
三つの促進期、および、革新期を「エコロジー的近代化」の理念、および、そ
の反響の登場と発展を理解する際に重要なものとして簡潔に紹介しよう。
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　第一に、1987年に「環境と開発に関する世界委員会」（WCSD）によって
出版された『われら共有の未来（Our Common Future）』（『ブルントラント
報告書』としても知られている）は、持続可能な開発を支持する画期的な声明
を提示した。それが引き起こした議論は、経済と環境の間にある慣習的な分断
を乗り越えることを目的として、代表的な革新的企業に自社の環境成果を検討
するように促した。それは主要な環境 NGOのイデオロギーや戦略も再形成し、
結果的にこれらの NGOが経済的意思決定、および、政策的意思決定の中心の
より近くに地位を得るようになった。また、『ブルントラント報告書』は環境保
護と経済開発に付随する問題についての南北間の分裂を克服しようとした。総
じて、『われら共有の未来』は経済開発と環境保護の間の関係を公共的、かつ、
政策的な課題と強く関連づけて、その関連性を新しい言葉で表現した。しかし、
『ブルントラント報告書』によって体系化されたこの「新しい用語」は永らく、
少なくとも、1980年代初期以来続いてきた多くの趨勢を反映するものであった。
　第二に、環境問題を真のグローバルな現象へと押し上げたのは、1992年に
リオ・デ・ジャネイロで開催された「環境と開発に関する地球サミット」であっ
た。この 2週間の会議（の方向性と結果）に関する国際的なメディアの報道
は生物多様性の喪失、気候変動、砂漠化、および、水不足を普遍的、かつ、グ
ローバルな争点へと変容させた。リオ会議後の数ケ月、および、数ケ年の間に、
ウルリッヒ・ベック（Ulrich Beck）が議論しているように、地球上の誰もが
近代化と産業化の環境的な側面への影響と、それに対する対応方策を講じてい
く必要性を無視し続けることは非常に困難になった（Beck and Wilms, 2004, 
p.141）。10年後、2002年の追跡的に議論を重ねたヨハネスブルグ・サミット
は地球規模の環境行動計画を確認し、その計画に持続可能な消費を明示的に
付け加えた。この 10年間は多国間の環境条約、NAFTAの環境的な側面に関
する条約、EUの環境政策の策定、環境規制の促進のための交渉、結論、導入、
および、議論の期間であった。
　最後に、気候変動の脅威を削減するために世界中のすべての社会が行動を起
こすことがすぐにでも必要であることは、もちろん、アル・ゴア（Al Gore）
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が 2007年にノーベル平和賞を受賞することになる彼の印象に残る国際的な活
動の期間中に発表した（2006年）重要な見解だった。彼の主張は環境問題の
最近の波に貢献し、また、その波に勢いづけられた。持続可能な生産、計画、
および、輸送を強調することだけでなく、持続可能な消費の実践、および、よ
り環境に配慮したライフスタイルの必要性に対する理解も含んでいるという点
で先の二つの波とは異なる「新しい環境の波」が隆起し始めている。メディア
を有力な推進手段とするアル・ゴアの活動は世界中の消費者市民に直接訴えか
けて、現行の開発方針を環境に配慮したものにするために（すなわち、そのよ
うに、開発方針を変更するために）圧力をかけるよう彼らを刺激した。
　「エコロジー的近代化」の概念は、持続可能な社会に向けた環境改革のプロ
セスの社会科学的な説明とみることができる。「エコロジー的近代化」は、現
代社会が環境的利害を現代の社会システムに制度化することを目的として、環
境問題を開発方針にどのように含めようとしているのかを示している。時が経
つにつれて、環境改革の試み、実践、および、政策が（前述で明らかにしたよ
うに）修正、開発され、その結果、ここ 30年の間に一連の「エコロジー的近
代化」の知識が共進化し発展した。続く三つの項では、「エコロジー的近代化」
の理念が『ブルントラント報告書』の遺産に、環境問題のグローバル化のリオ・
プロセスに、および、ゴアに触発された環境問題の最近の波に焦点を当てる消
費とライフスタイルに、どのように関わっているのかをそれぞれ別個に議論す
ることにしている。

［1］　「エコロジー的近代化」と『ブルントラント報告書』 

　1980年代のヨーロッパに起源をもつ「エコロジー的近代化論」（Ecological 
Modernisation Theory=EMT）、および、その原初形態は『ブルントラント報
告書』で取り上げられた環境変化に関する基礎哲学についての社会科学的な詳
述と明確化とみなすことができる。また、スパーガレンとモルが 1992年の論
文（p.333）の中で述べているように、
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　　 …持続可能な開発の概念は科学的に基礎づけられた理念にではなく、所信
に基づいている。このため、また、それについて多くの解釈がなされる可
能性が高いために、持続可能な開発の概念は非常に限定された範囲だけで
われわれの目的に適うものである。したがって、われわれは持続可能な開
発という重要な政策概念と共鳴するより分析的で社会学的な概念、すなわ
ち、「エコロジー的近代化」を導入する。

その発端から、エコロジー的近代化論者は一般に市場や経済の機能に「外部コ
スト」を内部化することによって環境と経済の分断を克服する必要性を議論し
てきた。フーバーの言う、「経済の環境主義化」は環境マネジメント（EMAS）
と認証制度（ISO14000）だけでなく、ライフ・サイクル・アセスメント（LCA）、
環境報告書と環境監査も支援する企業、生産者、および、消費者の意思決定過
程における恒久的、かつ、約束された地位を環境問題と環境的利害に与えるこ
とを意味した（Huber, 1982; Mol, 1995）。市場における環境問題の「構造的
固定化」（structural anchoring）を可能にするために、体系的な環境主義にみ
られる、資本主義と産業主義に対する辛辣な批判に賛同して近代性との根本的
な決別に焦点を当てるという既存の傾向を崩す必要があった（Ullrich, 1979; 
Schumacher, 1973）。農地改革論者がかつて前提としていた「スモール　イ
ズ　ビューティフル（Small Is Beautiful）」（Schumacher）という理念に立
ち返ることを切望するこのロマン主義は、職業化された環境運動と発展しつつ
ある環境国家、および、環境産業との間に対話と交渉の余地を創り出すより現
実的な態度に取って替わられるべきである。環境の未来は「外部からもたらさ
れる」べきではない。そうではなく、環境の未来は環境リスク、および、環境
的な側面の効果が構造的に取り扱われるので、現存する制度を再構築し再定義
することによって既存の近代の型から次第に発展するべきである。この熟慮の
過程の間に、主流の経済主体による環境問題の組み込みは環境指標、環境制度、
および、環境概念が近代的な市場の論理と調和するように再形成される時の
み可能であるために、「自然環境がその潔白さを手放す」（Huber, 1982）こと
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は不可避である（Huber, 1982, 1985, 1991; Spaargaren and Mol, 1992; Mol 
and Spaargaren, 1993, 2000; Mol, 1995; Hajer, 1995; Spaaragaren, 1997; 
Mol and Sonnenfeld, 2000）。
　「エコロジー的近代化論」の重要な貢献は、一部の批判者が議論してきたよ
うな（Hannigan, 1995）、急進主義を改良主義に置き換えたことではなく、経
済的合理性、および、政治的合理性と並ぶ相対的に独立した認識論として「生
態学的合理性」の歴史的な登場と発展を反映していることである。経済的領
域と政治的領域から環境的領域を解放することを目的として環境的領域の必
要性を強調するために、社会科学における「システム論」（Luhmann, 1995; 
Dryzek, 1987）の用語は環境問題が 1970年代以降から近代社会に埋め込まれ
るようになる過程を議論し、分析するために利用された。そのために、「エコ
ロジー的近代化論」において、環境管理と経済成長の間の関係を再設計する「ブ
ルントラントの見解」が分析的に鋭くなったのは、健全な生態学的条件と良好
な経済成果は互いに依存し合いながら、共存すべきであるし（また、実際に共
存可能である）ということが規範的な用語と歴史的な用語の両方で立証されて
からのことである。産業、家庭、技術、および、政策が十分な経済成果と十分
な環境品質を同時に示す時にはじめて、それらは「持続可能な」ものに分類さ
れ、そのようにみなされる価値がある。

［2］　「エコロジー的近代化」とグローバリゼーション

　現代の環境問題は長い間、世界共通の用語で概念化されてきた。ローマクラ
ブは 1960年代後半に「地球システム」のコンピュータ・シミュレーション・
モデルの構築を主催し、また、1972年のストックホルム会議はその参加と議
題の点で明らかに国際的だった。南北の環境問題における総合的視点の表明は、
先進国と開発途上国の両方の状況を包含しようとするものであり、1980年代
半ばのブルントラント委員会の主な仕事と業績であった。環境社会科学では社
会の国際化の次元が他の分野よりも早く、しかも、より顕著に議論され分析さ
れるようになったともいえる（Caldwell, 1984; Catton, 1980）。環境問題はそ
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の領域横断的な特質によって、および、地球規模の近代の発展の型を理解する
ための現代的研究の中心にある、漁獲高の管理、野生生物の管理、および、空
気や水の汚染といった課題によってしばしば特徴づけられる。一般社会学では、
アンソニ－・ギデンズ（Anthony Giddens）（1990）とウルリッヒ・ベック（Ulrich 
Beck）（1986, 1997, 2005）は付随的な実例としてだけでなく、「リスク社会」
（Risk Society）や「再帰的近代化」（Reflexive Modernization）の理論の発展
に役立たせるためにも、しばしば環境リスクに言及する社会学者として突出し
ている。
　環境社会学におけるエコロジー的近代化論の形成は（主にアーサー・モ
ル（Arthur Mol）、フレッド・バトル（Fred Buttel）、ガート・スパーガレン
（Gert Spaargaren）による研究があるが）、アンソニー・ギデンズ（Anthony 
Giddens）、ウルリッヒ・ベック（Ulrich Beck）、マニュエル・カステル（Manuel 
Castells）、ジョン・アレイ（John Urry）、および、その他の研究者によって
考案された社会学の一般理論に大きく依拠している。これらのエコロジー的近
代化論者のグローバリゼーションに関する社会学的分析を適用することによっ
てはじめて、「エコロジー的近代化論」登場の初期にみられたヨーロッパ中心
主義的な議論から逃れることができ、また、1970年代から 1980年代の間に
北欧諸国の環境政策に表出した「方法的国家主義」（Beck and Wilms, 2004）
を超えることができる。少なくとも三つの要因がこのエコロジー的近代化論
の脱国家主義を促進している。第一に、ヨーロッパにおける環境政策の形成は
比較的短期間のうちに、かなりの程度ヨーロッパ連合（EU）の政務になった。
リオ地球サミットに先立つ 10年、EUの環境問題はヨーロッパ全体の規制と
政策形成の第ニの主要な焦点になった。この環境政策分野におけるヨーロッ
パ化の過程は、環境社会学や環境政策学の研究に重要な貢献をしている、「エ
コロジー的近代化論」の視点から執筆している研究者（例えば、Liefferink, 
1995, Anderson, 1999; Mol, Lauber and Liefferink, 2000）によって、いくら
か詳細に記述されている。
　第二に、「エコロジー的近代化論」を志向する研究者は、アメリカの環境社
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会学者や環境政治学者との議論を通じて、自分たちの理論のヨーロッパ観を
ますます認識するようになった。「生産の踏み車」（Treadmill of Production）
の視点から研究している研究者との議論は新マルクス主義者と産業社会学者
との間の論争だけではなかった。（Schnaiberg and Gould Environment and 
society, 1994）その議論は国家および、地域に由来する多くの基本的な概念と
仮定条件を再検証する際の課題でもあった（Mol, 2006a）。国際市場の行為主
体と比べて国家の役割に対する理論的理解が積極的、かつ、建設的な役割を演
じている、フレッド・バトル（Fred Buttel）、ジェームズ・オコンナー（James 
Oʼ Connor）、および、ティモンズ・ロバーツ（Timmons Roberts）のような
何人かの世界システム論者の貢献によって改善されてきたのは、まさにこの過
程を通じてである。
　最後に、「エコロジー的近代化論」における脱国家主義的な思想は非ヨーロッ
パ的な文脈、特に、南アジアと東南アジア、および、より程度は低いものの、
ラテンアメリカへの、「エコロジー的近代化論」の頻繁、かつ、体系的な適用
の直接的な結果である（Mol and Sonnenfeld, 2000; Mol, 2006b）。アジアの
ほぼ全域では経済成長が急激に展開していた、または、現在も展開しており、
急激な近代化に伴う環境への圧力が蓄積しつつある。「エコロジー的近代化論」
の研究者は、本論の第三部で論じるように、アジアのパートナーとの環境面で
の協力、環境収容力の構築、および、ネットワークの形成から実現されうる潜
在的利益を理解している環境社会学者の最前線にいる。中国の研究者が国家レ
ベルで彼らの国の近代化の過程の環境側面を分析するために「エコロジー的近
代化論」の概念と視点を近年採用している、という事実はこの利害の相反する
性質の証である（Chinese Academy of Science, 2007）。
　このように要因が合流した結果として、「エコロジー的近代化論」は 1990
年代半ばから、より国際的な視野を獲得した。リオ地球サミットで始まった
21世紀の地球規模の「地域的課題」に関する議論は、環境社会科学における
当時の先進的なあらゆる理論的概念に挑戦し、「エコロジー的近代化論」は新
しい政策的環境と制度的環境に適応することによって、この挑戦に積極的に
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応えた。特に、政策形成における国家と環境 NGO（ENGOs）の役割、およ
び、環境ガバナンスの分野における「誘因」としてのグローバリゼーション
の甚大な影響は、「エコロジー的近代化論」の研究者からかなりの理論的、お
よび、実証的に注目を受けている（Mol, 2000, 2001, 2010; Spaargaren, Mol 
and Buttel, 2000, 2006）。「エコロジー的近代化論」の中心的な考え方と一致
する環境のネットワークとフローの理論が近年形成されたことは、エコロジー
的近代化論者が 1960年代と 1970年代の「エコロジー的近代化論」を掘り崩
した同じ問題の犠牲に陥ることなく、世界的に適用可能なエコロジー的近代化
論的なアプローチを開発する方法を捜している、という事実を象徴している
（Spaargaren, Mol and Buttel, 2006）。

［3］　エコロジー的近代化と消費者主権主義者の転換

　2006年に映画化されたアル・ゴアの『不都合な真実』（An Inconvenient 
Truth）はたった 2、3年で世界中に普及した興味深い警告になった。この
映画は美しく感動的であるだけでなく、「気候変動に関する政府間パネル」
（IPCC）のような学術団体によって数年に渡って生み出されてきた多くの専門
的なデータも含んでいる「地球システム」の姿を紹介している。この（2007
年のアカデミー賞を：訳注）受賞したドキュメンタリーは気候変動の議論の
新たな段階を誘発し、「環境改革の黙示録的な地平」（Mol and Spaargaren, 
1993）の有無を言わせぬ証拠を提供したけれども、そのドキュメンタリーは
人々に倫理的な問題を提示してその決意を持続可能な消費のための具体的な行
動に移すことを促す有力な訴えと、起こる可能性の高い世界破滅の日への道筋
とを併用した。環境問題に関心のある人は（そこで議論されているように）こ
の問題に対して市民としてだけでなく、環境に配慮した製品、および、サービ
スの消費者として責任を取る。例えば、彼らは木製製品や魚を買うとき認証ラ
ベルを探したり、彼らの家庭でのエネルギーや水の消費による気候への影響を
削減する方法を探したりする。現代の環境主義は製品、および、サービスの供
給者にカーボン・ニュートラルな（もしくは、中和化する）自動車、食品、器具、
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航空旅行を提供するように圧力をかける。気候変動に対峙するためには、厳格
な政府の政策の導入、および、環境対策に積極的な企業の増大は十分条件では
なくなるだろうし、また、これらの施策は世界中の消費者市民の環境に配慮し
た購買力を引き起こすことによって完成させる必要があるだろう、ということ
が認識されている。環境改革はもはや法や経済的手段によって規制されるもの
ではなく、（世界中の）市民社会も参加するものなのである。
　「エコロジー的近代化論」において、消費とライフスタイルの課題は 1990
年代半ばに扱われ始めた（Spaargaren, 1997; Cohen and Murphy, 2001）。し
かし、環境科学と政策策定では生産と技術に焦点が集中しているために、消
費は実質的にはあまり注目されてこなかった。そのために、消費が成熟した理
論的視点へと発展し始めたのはごく最近である（Spaargaren, 2003; Carolan, 
2004; Mol and Spaargaren, 2004; Spaargaren and Mol, 2008）。また、（国際
的な）環境政策の形成では、技術と生産の規制は生産政策、および、ライフス
タイルと消費の問題を克服した。例えば、移動手段や家庭の冷暖房に関わる温
室効果ガスの排出といった）最も持続的な環境問題は非常に明らかに消費的特
徴をもつという認識が増大しつつあるために、持続可能な消費と生産（SCP）
のための政策は、政策形成のさまざまな段階で重要性をもつようになっている。
消費者主権主義者の転換は現在、グリーン・コンシューマーの獲得を競い合う
企業、新製品政策を開発し持続可能な製品、サービスの競技場を整備している
政府、および、評価・認証機構を作っている第三者機関と共に非常に急速に広
がっている。

3．「エコロジー的近代化の研究」に対する過去 30年間の評価

　「エコロジー的近代化の研究」に対する 30年間の収穫はどのようなもので
あろうか。あまり詳細に立ち入らずとも、エコロジー的近代化論者は少なくも
四つの領域における革新を通じて社会科学と社会理論に重要な貢献を行ってき
た。その四つの領域とは、⑴制度による環境改革の体系的研究、⑵社会と自然
環境の間の関係についての多様な理論的イノベーションの導入、⑶環境政策と
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実践における新しい接近方法の緻密な研究、および、⑷一般社会理論の「グロー
バリゼーション」への貢献、である。

［1］　環境改革に関する体系的研究

　「エコロジー的近代化の研究」の第一の、そして、おそらくもっとも重要な
貢献は、現代社会が生物物理的環境と相互作用し、それに対応する方法につい
て、社会科学の研究と政策の視点を統合するための体系的な理論枠組みを提供
したことである。制度的な環境改善の社会的なプロセスとパターンの解釈、説
明、理論化は重要な科学的革新であり、結果的に研究課題、テーマ、概念を完
備した新しい研究分野を開始することになる。エコロジー的近代化の重要な課
題の例を少しあげれば、成功裏に進む環境政策の形成、環境技術の開発、およ
び、積極的な企業行動といったように、従来は（特に政策、経営、経済の）細
分化された研究が行われてきた。「エコロジー的近代化論」の枠組みが登場す
ると、その枠組みはこれらの非常に異質な研究を程度の差はあるものの、社会
科学の環境志向の研究に永続的な影響を与える一貫した知識の体系へと集約す
るための基礎を提供した。
　従来は別個に行われてきた環境改革に関する研究を一つに集約すること、そ
して、それらを研究するための一貫した科学的な視点と課題を形成すること、
および、そのような改革を促進する先進的な政策枠組みは時折、激しい学術的
な反応と政策的な抵抗を引き起こす。ほとんどの研究者は成功裏に進展してい
る環境改革の個別の特別な事例が全体として破壊的な、後期近代の産業資本主
義社会においてでさえ存在し得るという事実を認めている。しかしながら、こ
れらの例外が現代における環境問題の制度化の一般的な（環境主義の）パター
ンの登場を例証する、あるいは、予期するという議論は別の話である。大きな
環境改革は後期近代において不可能であるという通説に対して、成功裏に進む
環境改革の事例研究の蓄積は、現代の産業資本主義社会が環境的に変容され得
るという証拠を提供しているとエコロジー的近代化論者が応答する場合、大き
な議論が勃発する。それゆえに、「エコロジー的近代化」は（学術的な社会理
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論として作成されても、あるいは、政治家や環境 NGOの政策プログラムとし
て作成されても）激しく議論され続ける対象となっている（次項を参照のこと）。
　しかしながら、新千年紀の最初の 10年から後知恵をもって振り返ってみる
と、「エコロジー的近代化」の研究者は政策策定者の間で今では主流になって
おり、社会科学では非常に受け入れられている新しい視点を適切な時期に形成
した、と結論づけるかもしれない。「エコロジー的近代化」の傘の下、社会変
革と環境変化の理論と方法は、1980年代、および、1990年代初期から 1990
年代半ばにかけての環境に関するグローバルな論議や政策形成における大きな
発展と緊密に相互作用し影響し合いながら発展した。大きな事件と発展の型
には、『ブルントラント報告書』（WCED, 1987）の刊行、国際環境条約の交渉
と調印の波、1980年代以後のほとんどの開発途上国における環境省、環境法、
および、環境政策の形成（Sonnenfeld and Mol, 2006、を参照のこと）、多く
の人々の間での環境リスクの認識の世界的な普及、および、国境横断的な環境
保護活動の急増があった（Keck and Sikkink, 1998; Sonnenfeld, 2002、を参
照のこと）。
　1980年代半ばから、「エコロジー的近代化の研究」は社会学、政策科学、人
口地理学、経営学、および、その他の分野における理論的展望の広範な再検討
に対して重要な貢献をしながら、環境社会科学の新しい社会的役割と方向を促
進することに一役買っている。この新たな方向づけは、就中、近代化論、特に、
アンソニー・ギデンズ（Anthony Giddens）（1990）とウルリッヒ・ベック（Ulrich 
Beck）（Beck et al., 1994）によって主張された、「再帰的様式」（reflexive 
forms）、および、環境社会科学における新マルクス主義の減少した（あるいは、
以前よりも独占的でなくなった）影響の（積極的な）再評価に結果的になって
いる（Mol, 2006a）。

［2］　理論的革新と概念の革新

　「エコロジー的近代化の研究」の第二の重要な貢献は現代社会理論のさまざ
まな新しい革新的な構想、理論的概念、および、重要な研究課題の導入である。
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より具体的には、（ウェーバー〔M．Weber〕の制度的合理性と類似している
がそれとは異なる）生態学的合理性の過程、市民と制度による環境への反応と
相互作用を引き起こす「政治的近代化」（Political Modernization）のパターン、
および、環境政策の形成と実践に対する経済的な概念と手法の開発と組み込み
といった貢献である。
　生態学的「領域」の分化（および、「解放」）の過程に対する理解、あるいは、
独立した生態学的合理性の並置論的な主張（the concomitant articulation）は、
「エコロジー的近代化論」の核心である（Spaargaren and Mol. 1992; Mol and 
Spaargaren, 1993; Dryzek, 1987）。この概念の変化は一つの共通分母の下に
多様な発展をもたらし、より一般的な社会理論の中に自然環境という概念の居
所をつくり出す。
　もう一つの主要な理論的イノベーションは、現代の環境問題とそのパター
ンと関連して再概念化された「政治的近代化」の概念にある（Janicke, 1993; 
Mez and Weidner, 1997; van Tatenhove et al., 2000, 2003、を参照のこと）。
そのような政治的近代化の新しい方式は環境改革を後期近代社会の新しい条件
によりよく適応させる、国家の環境政策、および、環境政治の刷新と再発明に
関連している。環境政治学における政治的近代化に関する議論は、環境ガバナ
ンスの課題と基礎理念に関する早期の形成とみなすことができる。さらに、政
治的近代化の概念は直接的、かつ、明示的な方法で革新的なガバナンスの考え
方を環境変化（の管理）と結びつけた。「政治的近代化」の概念はすでに多様
な行為主体と多様なガバナンスレベルの概念を含んでおり、国家の環境規制機
関の枠組みの外にいる多様な行為主体によって適用されるための、舵取りと政
策形成のさまざまな様式の余地をつくった。この点で、概念の革新のさらなる
特殊な事例として、われわれは特に、ドイツのマルティン・イェニケ（Martin 
Janicke）の研究グループ（例えば、Janicke, 1995）によって開発された、「エ
コロジー的近代化論」における「環境収容力」（carrying capacity）の概念に
言及することができる。
　エコロジー的近代化の研究者は、経済部門と経済的概念を環境改革の理論に
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入れることを可能にする際と同様、政治的近代化と環境ガバナンスの概念を開
発する際にも革新的である。環境政策の形成のために（特に、技術政策、お
よび、生産と消費の連鎖、ないし、ネットワークの管理のために）経済、な
いし、市場に基礎を置く概念と体制を強調することは、「エコロジー的近代
化論」に特有のものではなかった。この点で、多くの概念が特に、「環境経
済学」（Environmental Economy）、ないし、エコロジー経済学（Ecological 
Economy）から借用された。1980年代以降、環境経済学者は「外部性を内部
化する」ために利用される（環境）経済の評価モデル、評価指標、および、理
論の開発に対して重大な貢献をした。この過程は、「エコロジー的近代化」の
研究者によって適用された時、「エコロジーの経済化」、および、「経済のエコ
ロジー化」（Huber, 1982）として言及された。
　現在、環境ガバナンスの研究者の大半は環境政策の形成における経済主体と
経済的手段の重要な役割を認めている。「環境政策における経済的手段」に関
する議論の早い段階で、エコロジー的近代化の研究者はこの領域における研
究に対して、二つの点で重要な貢献をした。すなわち、彼らは例えば、環境
税、環境監査、および、環境報告、企業の環境経営、環境消費、ないし、環境
消費者主義、環境財の評価、環境保証、環境ニッチ市場、環境ブランド、環境
ラベルなど多くの市場的、および、金融的な手段や方法を整合的で広範な枠組
みにまとめた。また、「エコロジー的近代化」の研究者は公共財の保護に関す
る国家の独占という支配的な考え方と決別し、環境改革における国家と市場の
役割を再定義することによって、これらの市場と金融の開発を説明した。民間
企業、国家、市民社会の活動家、および、市民社会組織の間の新しい関係に関
するこの広範な枠組みの支援によって、環境政治における民営化、市場化、お
よび、自由化の新しい役割を理解するための狭義の経済学的、新自由主義的な
枠組みを超えることが可能になったと同時に、環境ガバナンスにおける環境
保護運動と消費者市民の新しい役割をよりよく理解することが可能になった
（Sonnenfeld, 2002; Spaargaren and Mol, 2008）。
　「エコロジー的近代化」の研究者は、他の研究者と協力して、環境政治学に
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おける言
ディスコース

説分析の適用と精緻化（Weale, 1992; Hajer, 1995）、技術研究の
分野、特に、環境技術研究の分野に対する大きな貢献（Huber, 1982, 1989, 
2004; Sonnenfeld, 2002）、三者間ネットワーク・モデルの精緻化と多くの
経験的研究による活用（Mol, 1995）、特に、生産と消費のグローバリゼー
ションという文脈におけるリスクと信頼の中心的概念の適用（Cohen, 1997; 
Oosterveer, 2007）、特に、持続可能な消費における社会的実践モデルの精緻
化（Spaargaren, 2003）、環境社会学のネットワークとフローの最初の概要
（Spaargaren, 2006）、および、現在では、情報ガバナンスと呼ばれるものの
新しい役割の分析（van den Burg, 2006. Mol, 2006b, 2008）といった他の多
くの社会理論の分野にも重要な貢献をしている（van den Burg, 2006. Mol, 
2006b, 2008）。

［3］　環境政策と実践における新しい接近方法

　「エコロジー的近代化」の中心的な研究者は純粋理論的な志向のままである
一方、この伝統を受け継ぐほとんどの研究者は現代の理論的発展に対する「象
牙の塔」という批判を克服するために、応用的で実践的な政策研究も行ってい
る。応用研究を通じて、彼らは環境政治学とその実践に従事し、環境NGOの
立ち位置、戦略、提携や優先事項に関する議論や計画策定の場に参加し（Smith, 
et al., 2006、を参照のこと）、企業や事業組織が先進的な戦略を策定したり、
ニッチ市場を開拓したりする際に協働している。「エコロジー的近代化」の研
究者の第三の重要な貢献は、このように環境政治学と環境経営学の分野におけ
るものであり、彼らが環境政策とその実践における大きな革新に持続的に焦点
を当ててきたことの直接的な結果である。環境保護運動と同様に政府の政策と
政党が彼らの主な目的と戦略に言及するために「エコロジー的近代化」の概念
を利用してきたという事実は、「エコロジー的近代化論」の「実践」の増大を
示している（Driel van et al., 1993）。同時に、そのことは再帰的な近代にお
ける学術的な概念や理念が環境ガバナンスの実践の中で、あるいは、環境ガバ
ナンスの実践の中から、従来よりも頻繁に、また、今までよりも速いペースで
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浮かび上がってくるという事実に証拠を与える。「エコロジー的近代化」の過
程と事例に関する一連の経験的研究は、その方法を世界中の公共部門と民間部
門の環境政策、および、環境経営の実践に提供している。したがって、「エコ
ロジー的近代化の研究」は理論モデル、概念と経験的研究、および、実社会に
おける実践との間の相互作用に何度も証拠を与える。これは「エコロジー的近
代化の研究」の（しばしば引用される）二つの側面、すなわち、学術的で、分
析的な理論という側面と標準的、あるいは、規範的で政策志向の制度的な環境
の改革モデルという側面を頻繁に混合させた結果である。

［4］　グローバリゼーションと環境問題研究の橋渡し

　「エコロジー的近代化の研究」の第四の重要な貢献は、グローバリゼーショ
ンの理論と研究を発展させて環境社会科学に持ち込む際の役割である。世界
中の多くの地域で社会科学的な研究は、ほとんど自動的に「国家という入れ
物」（Beck, 2005）を超えて進行するという強い傾向が今日あるけれども、確
かに、このことは 1980年代と 1990年代のほとんどには当てはまらないこと
だった。いくつかの要因によって、「エコロジー的近代化の研究」の初期の国
際化、および、環境変化の過程を研究するために利用される体系的な比較の視
点を説明できる。環境社会科学者の自然環境への注目は、環境社会科学の比
較的初期の国際的展望につながる一つの重要な要因である。（特に、1990年代
の）国境横断的な問題と、環境問題を解決するための国際的な活動と調整の増
大はそのような方法や視点を誘発した。「エコロジー的近代化」の研究者がさ
まざまな国における（成功した）環境改革の実践と開発から学ぶ必要性はヨー
ロッパにおける比較研究と、世界経済の多様な地域間の比較研究の両方を刺激
した。「エコロジー的近代化論」がヨーロッパで誕生したという事実は、この
学派の初期の国際観に貢献した（ヨーロッパは、1980年代にヨーロッパ連合
[EU]の環境政策のメカニズムとその促進に資金を提供した EUによって増強
された比較研究と超国家的な研究の分野を生み出した地域である）。したがっ
て、比較研究と国際研究は「エコロジー的近代化の研究」の伝統をよく表して
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おり（いくつかの初期の事例として（Janicke, 1990; Weale, 1992; Liefferink 
et al., 1993; Anderson, 1994、を参照のこと）、「エコロジー的近代化」の研究
者は環境に関する国際比較を行うグローバルな社会科学的研究に重要な貢献を
している（例えば、Mol, 2001、を参照のこと）。
　個別的にみると、これらの業績の多くは「エコロジー的近代化の研究」に独
特のもの、あるいは、限定的なものではない。関連する課題は他の社会科学の
伝統にも見受けられる。しかしながら、全体的にみると、それらは「エコロジー
的近代化」の独特な接近方法、一貫性のある視点、および、意欲的な研究計
画を示している。30年の着実な研究の蓄積の中で、この学派は、世界中の環
境、天然資源、および、気候変動に関する社会変革と制度変革をより深く理解
し、促進するように、社会科学とさまざまな政治活動団体に影響を与えている。

4．「エコロジー的近代化」に関する批判的議論

　「エコロジー的近代化論」はその誕生以来かなりの批判や抵抗にあった。こ
の論者が認識、人気、受容、地理的範囲、および、政策的影響を増すにつれて
議論が激しくなった。最も厳しい批判は後期近代の条件下での環境変革を分析
し、その変革の計画を支援するというエコロジー的近代化の研究者の積極的な
献身に関わっている。制度的環境、および、文化的環境の改善に関する世界中
の科学者や政治評論家と同じように「エコロジー的近代化」の研究者は、理論
的に間違っている（Bluhdorn, 2000）、政治的に愚直である（Hobson, 2002）、
経験的に間違っている（Weinberg et al., 2000）、消費に関わる課題（Carolan, 
2004）、および、社会的不平等（Harvey, 1996）に関わる課題を見逃している、
「経済システムと文化システムに侵されている」（Jamison, 2001, p.4）と批判
されており、また、「技術的楽観論の冷静な理解を冒涜している」（Hannigan, 
2006, p.26）とすら言われている。ここ数十年間、環境の危機と劣化（の原因
と継続性を説明すること）に余念がない、社会科学の理論研究、および、実地
調査を行っている人にとって、この手の批判や議論に遭遇してもおそらく驚く
べきことではない。その代りに、十分に検討された科学的批判は重要な仮定条
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件や概念に対して、より内省的な姿勢を発展させるために利用できるし、また、
そうすべきである。過去 20年に渡る「エコロジー的近代化論」に関する議
論と批判は、様々な出版物で要約され検討されてきた（Mol, 1995; Christoff, 
1997; Mol and Spaargaren, 2000; York and Rosa, 2003; Carolan, 2004; Mol 
and Sppargaren, 2004を参照のこと）。ここでは、「エコロジー的近代化の研究」
に対して、戦略的に、妥当性のある、いくつかの批判を簡潔に取り上げる。第
一に、近年の「エコロジー的近代化の研究」に積極的に取り上げられ組み込ま
れている、いくつかのよく知られている批判を要約する。次いで、「エコロジー
的近代化論」の基本的な枠組みや理解の中では取り扱うことが困難、もしくは、
不可能な多くの批判を検討していくことにしている。

［1］　「エコロジー的近代化論」への批判

　「エコロジー的近代化論」の批判者は多くの反論を上げ、初期の「エコロジー
的近代化の研究」に共通する視点と議論の限界を指摘した。これらは技術決定
論、生産過程への注目とその論理の上では、必然的な消費習慣の軽視、社会的
不平等と権力の分析の欠如、および、そのヨーロッパ中心の世界観に関するこ
うした論者の欠点についての議論を含んでいた。それ以来、「エコロジー的近
代化」の研究者はこれらの批判を認め、自身の理論的方法を修正・強化し、広
範な（または、拡張的な）新しい研究に取り掛かった。
　「エコロジー的近代化」の初期のヨーロッパ中心の世界観に関する批判
は、結果的に北西ヨーロッパ以外の「エコロジー的近代化」という新しい研
究の方向につながっている（例えば、Mol and Sonnenfeld, 2000; Mol, 2001; 
Sonnenfeld and Mol, 2006）。
　「エコロジー的近代化論」の比較的初期の議論に帰する技術官僚的な世界観、
および、技術決定論的な響きに対する批判は結果的に、社会変革と環境の改革
を引き起こす際の技術の役割に関する「エコロジー的近代化論」の視点の改革
につながっている。また、これは、例えば、環境変化の推進要因としての（環境）
技術に対する、エコロジー的近代化論者によるさまざまな評価に表れているよ



65

千葉大学　公共研究　第 11 巻第１号（2015 年３月）

うに、「エコロジー的近代化論」における視点の多様性の増大によっても複雑
になる。そのような思想的な多様性にもかかわらず、環境社会学、環境政策科学、
および、人口地理学におけるほとんどの「エコロジー的近代化の研究」は今日、
環境変化における技術の役割について敏感、かつ、再帰的になっている。科学
とリスクに関するベックの（1986年と 1992年）の研究、信頼と抽象システ
ムに関するギデンズ（1990年と 1991年）の研究を利用しながら、また、ア
クター・ネットワーク理論（Latour, 1988, 1993; Urry, 2000）や「科学と技術」
論（Schot, 1992; Geels, 2005）から提示される理念に応えながら、エコロジー
的近代化論者は今日、環境政策における環境技術の利用と役割に対するより再
帰的な姿勢に対して、多大な貢献をしている。
　初期の「エコロジー的近代化論」は社会的不平等と権力の課題を相対的に軽
視しているという批判もまた、比較的最近の研究の焦点になっている。例えば、
不平等と環境に配慮した取引（Bush and Oosterveer, 2007）、「西欧の」現象
としての環境に配慮した消費（Spaargaren and Van Koppen, 近刊予定）、厳
しい環境政策のさまざまな効果と環境リスクの不公平な分配（Smith et al., 
2006）、これらすべてのテーマの包摂は、権力と不平等というテーマへの、特
に地球規模、地域、および、国際レベルの分析における、「エコロジー的近代化」
の研究者の意欲的な参画の証拠となる。
　この背景とは裏腹に、上述の課題に基づいて「エコロジー的近代化論」に対
する批判を続けることはまったくの時代遅れだ、と言えよう。

［2］　議論の永続化

　「エコロジー的近代化論」に対するいくつかの批判は後期近代、社会変革、
および、環境的持続可能性といったテーマに対して根本的に異なるパラダイム
や接近方法にその起源がある。これらの接近方法は根本的に異なる出発点と仮
定条件を有しているために、これらを「エコロジー的近代化」の枠組みに組み
込むことは不可能である。われわれはその枠組みに関するいくつかの議論、な
いし、論争は早期に和解し、合意し、統合する見通しはなく、持続するだろう
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と結論づけなければならない。環境問題に関する三つの競合する社会理論、す
なわち、⑴「新マルクス主義」に原点を求められるもの、⑵「急進的な環境主
義」、もしくは、「ディープ・エコロジー」、および、⑶「構造的な人間生態学」
（structural human ecology）、もしくは、「新マルサス主義」はそれぞれこの
範疇に分類される。
　すでに述べたように、現代社会と自然環境に関する新マルクス主義的な視点
は 20世紀後半に支配的だった。これらは、アラン・シュネイバ－グ（Allan 
Schnaiberg）を中心とする研究者による「生産の踏み車」の視点（Schnaiberg 
et al., 2002; Pellow et al., 2000; Weinberg et al., 2000）、「世界システム論」
誌に掲載されている環境社会主義者やその他の論者の研究にみられる世界シス
テム論の視点、ジェームズ・オコンナー（James OʼConnor）、マイケル・ゴー
ルドマン（Michael Goldman）、パトリック・ボンド（Patrick Bond）、および、
その他の「資本主義、自然、社会主義」誌に掲載されている研究者がもつ環境
社会主義的な視点、および、ジョン・ベラーミ・フォスター（John Bellarmy 
Foster）、および、「マンスリー・レビュー」誌（Monthly Review）に掲載さ
れている、その他の研究者がもつより体系的なマルクス主義の視点を含む、い
くつかのまったく別個の要素のうちに発展してきた。これらのすべてが現代の
市場志向の社会における意義のある構造的で、持続可能な環境改革を却下する
（グローバル）資本主義の秩序の根本的な継続を主張する。「生産の踏み車」の
枠組み（Schnaiberg et al., 2002）においても、また、第二の資本の矛盾（Oʼ
Connor, 1997）、あるいは、その他どの概念においても、基本的な批判は本質
的には同じである。すなわち、環境条件は地球規模の危機でありながら、地域
の危機でもあるといってもよい程度まで、至る所で劣化し続けているという。
持続的、効果的、体系的な環境改革は（ますますグローバル化する）資本主義
社会においては不可能である、という。「近代の重大な設計上の欠陥の一つを
修正すること」を目的とする「エコロジー的近代化」過程の基本的な概念は理
論的に不可能である、と主張するのである。
　「新マルクス主義」と「エコロジー的近代化論」の間の継続的な対立は、両
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視点の間にある基本的な違いを明確にする際に有益である（Mol and Buttel, 
2002 を参照）。環境と社会の開発と退廃の相互関係はその議論における重要な
論点である。基本的な違いがあるにもかかわらず、共通する問題を見出す試み、
および、理論的、また、実証的に興味深い研究を必要とする試みが周期的にな
されてきた（Fisher, 2002; Mol and Spaagarenn, 2006 を参照のこと）と同時
に、いくつかの経験的研究は両視点を排他的にではなく、相補的に利用しよう
としてきた（Smith, et al., 2006; Wilson, 2002; Lang, 2002）。
　上記の他にも、「急進主義的な環境主義思想」、もしくは、「ディープ・エコ
ロジー」の価値観に鼓舞されている研究者、および、政策変化に関する推論的
な議論を展開する新制度学派に活気づけられている研究者は、彼らが「エコ
ロジー的近代化論」の改革派の義務とみなすものに対して懐疑的である。彼
らは「エコロジー的近代化論」を表面的で、「浅薄な環境主義の」（Shallow 
Environmentalism）、社会変革と環境変革の様式にしかならないエリート中
心的な改革方法とみなしている。エコロジー的近代化論者の「実用的主義的な」
ものの見方に対して、そのような急進的な環境主義者は急進的で深遠な、もし
くは、「深遠な環境主義の」様式、すなわち、後期近代の政策構造を越えて現
代社会に生態学的により持続可能な社会的関係と制度的構成をもたらす制度
変化、特に、一般市民による政策的変化の様式のために議論する。そのような
研究者に推されているエコ・フェミニスト、社会主義者、ポストモダン主義者、
あるいは、無政府主義者、その他の論者は、観念的でおそらく空想的な環境
主義的将来像と（かなりの）距離を置いている一方で、また、環境改革によっ
て原理的には実現されうる、もしくは、すでに実現されているものとも（かな
りの）距離を置いている。特に、環境政治学分野におけるアンドリュー・ド
ブソン（Andrew Dobson）（1990年）、ジョン・バリー（John Barry） （1999
年）、ロビン・エッカースレイ（Robyn Eckersley）（1992年と 2004年）、ジョ
ン ･ドライゼク（John Dryzek）（1987年）、および、消費研究の分野におけ
るトム・プリンセン（Tom Princen） （Princen et al., 2002年）、ミッコ ･ジャ
ラス（Mikko Jalas）（2006年）、カースティン・ホブソン（Kerstin Hobson）
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（2002年）、これらの論者は皆、ここで提示した「深遠なる環境主義」（Deep 
Environmentalism）、もしくは、推論的考察の温厚な見解、あるいは、論拠
が明確な見解を提示する。
　しかしながら、急進的な環境主義者の立場は進化し続けており、例えば、民
間機関と公的機関の間の相互調整、および、環境政治における環境意識をもっ
た一般市民、消費者、および、他の「ステイクホルダー」（stakeholders）の
役割についての見解や（ハーバーマス主義者の）議論の転換の余地があるよう
に思われる。ピーター ･クリストフ（Peter Christoffの論文（1997年）はエ
コロジー的近代化の異なる側面（＝環境主義的な側面）を識別することによっ
て、論争を切り開くことを目的とした。彼はベックやギデンズに鼓舞された、
（再帰的な）「エコロジー的近代化」の独特な枠組みは「エコロジー的近代化論」
の「有力な説」へとさらに発展する可能性がある、と議論する。モルとスパー
ガレン（2000年）もまた、この議論に貢献することを目的として、「急進主義
的環境主義」の立場と「急進主義的社会経済主義」とを区別し、その上で、「エ
コロジー的近代化論」の視点における急進主義のさまざま枠組みによる議論の
ための理論的余地をつくり出した。これらの努力にもかかわらず、「急進主義
的な環境主義」、あるいは、「ディープ・エコロジー」に鼓舞されている論者は「エ
コロジー的近代化」の理念と容易に打ち解けようとしないようである。環境変
化の望ましい速度と範囲に関する見解の相違に加えて、多くの「エコロジー的
近代化の研究」にみられる「人間中心主義的観点」（Eckersley, 1992）もまた、
論争の継続性に貢献しているようである。
　構造的な人間生態学者は人口過剰と絶対的な自然の限界という「新マルサス
主義」の概念に部分的に鼓舞されており、国境横断的な環境影響を定量化し、
それらを人間の活動に由来するさまざまな推進要因と数学的に関連づけること
を目的とした。ローザ（Rosa）、ディアス（Diez）、および、ヨーク（York）
はこの思想的潮流の最も代表的な研究者である（York and Rosa, 2003; York 
et al., 2003）。構造的な人間生態学者は、ワゲナルとリース（Wackernagel 
and Rees）（1998 年）の「エコロジカル・フットプリント（ecological 
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footprint）」分析にも鼓舞されており、富の増大と人口増加の結果、環境技術
の開発は先の二つの要因と足並みをそろえることができないために、環境影響
は増え続けるばかりである、と結論づけている。このことから、「近代化の歴
史的なパターンと経済開発は明らかに、地球環境への圧力の増大につながって
おり」（York et al., 2003; 44-45）、効果的な環境改革にはつながっていないた
めに、彼らは「エコロジー的近代化論」に挑戦している。構造的な人間生態学者、
もしくは、新マルサス主義の視点はほとんど詳細な記述はみられず、非常に抽
象的であるという点、また、再帰的な変化を志向せず構造決定論的であるとい
う点、および、非常に悲観的で、制度的な環境の変化と文化的環境の変化を観
察する機会を創らないという点で、「エコロジー的近代化論」ときわめて異なる。
　環境社会理論のこれら三つの「競合する」論者はすべて、「エコロジー的近
代化論」を「環境の改革」のみに焦点を当てており一側面しかみていない、代
表的でない事例研究を用いている、環境の退廃の背後にある基本的で構造的な
促進要因に言及していないために、環境変化と持続可能な開発の可能性につい
て過度に楽観的、もしくは、愚直であると批判する。基本的な出発点に立ち返っ
て話す時、また、これらの競合する視点の特徴を前提とする時、「エコロジー
的近代化論」の議論に立ち現れる論点は大抵、内的な論理一貫性がある。論争
は（例えば、科学について、その社会における役割、理論的研究と経験的研究
の関係、および、世界の現状といった）重要な仮定条件に立ち返る傾向がある
ので、そのような論争は長く続くと思われる。

5．結論

　たった 30年のうちに、「エコロジー的近代化」の理念と概念は世界中の研
究者、政策策定者、および、一般市民に取り上げられてきた。その研究者は環
境社会科学とより一般的な社会理論に重要な貢献を行っている。また、この研
究は「競合する」環境社会理論と環境改革の方法に関する多くの、そして、時
として鋭い議論を誘発してきた。しかし、これまでの 30年は社会理論が発展
し成熟するには比較的短い期間であり、その研究はまだ始まったばかりである。
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本論は「エコロジー的近代化論」の登場の社会的背景、「エコロジー的近代化
の研究」の環境社会科学、および、社会理論に対する貢献や「エコロジー的近
代化の研究」が応戦してきた、また時には、今でも応戦している批判的な議論
に焦点を当ててきた。
　今日人類が直面している環境問題は現在ほどよりよく理解され、生物物理学
的、社会的、および、政治的難題になったことはない。「エコロジー的近代化」
の理念の挑戦は、研究者、政策策定者、および、一般市民がこれらの難題に取
り組むために制度的参画、および、社会計画をより理解し、設計し、実践でき
るようにする変革志向の概念的枠組み、および、経験的な事例や証拠を提供す
ることである。この挑戦は急速に変化する世界の中で起こり、また環境変革に
関する、急速に蓄積されるが、時として不確かで論争的な科学的知識の背景に
逆らって起こるために、「エコロジー的近代化」の理念と実践は活発に発展し
続け、今後何年間も議論の中心にあり続けることはほぼ確実であろう。
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